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はじめに 
 
平成２４年１０月１７日、公正取引委員会から国土交通省に対し、高知県内における当省発注の

土木工事に関し、「入札談合等関与行為防止法」に基づく改善措置要求がなされ、これを受けて国

土交通本省において同日付けで「当面の再発防止対策について」が、また、平成２５年３月１４日

付けで「高知県内における入札談合事案に関する調査報告書」が取りまとめられた。 

これらを踏まえ、国土地理院では、平成２５年４月に、国土地理院長を本部長とする「国土地理

院コンプライアンス推進本部」（以下「推進本部」という。）及び外部有識者で構成される「国土

地理院コンプライアンス・アドバイザリー委員会」（以下「アドバイザリー委員会」という。）を

設置し、コンプライアンス等の強化を図るため、各年度において「国土地理院コンプライアンス推

進計画」（以下「推進計画」という。）を策定し、継続的に取り組んできたところである。 

本報告書は、令和７年度における推進計画の実施結果及び推進本部による評価、並びにアドバイ

ザリー委員会からの意見を取りまとめたものである。 
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Ⅰ．推進計画の実施結果と評価 
１．職員のコンプライアンス意識向上の取組 
（１）研修におけるコンプライアンスに関する講義の実施 

【推進計画】 
① 原則として、国土地理院が主催する全ての階層別研修にコンプライアンスの講義を設け、

関係法令に関する講義を実施し、その遵守の必要性の理解を深めるとともに、違法性の認識

について理解を深める。 

講義は、研修員同士が意見を出し合い、自分の身近な問題として捉え理解を深めることが

できるように「グループ討議」、「研修教材用動画視聴」、「セルフチェック」等を活用する。 
② 新任の本院課長等を対象とする「課長級研修」では、外部講師を招いた講義を設けるとと

もに、当該講義を広く活用するため、研修員以外の管理職員（補佐相当職以上を含む。）でも

受講可能なオープン講義とする。 

③ 国土交通大学校、人事院等他機関での研修及び公正取引委員会における啓発等を目的とし

た研修会等にも積極的に参加する。 
 
【実施結果】 

国土地理院主催の全ての階層別研修（７研修）で、適正業務管理官等が講師となり発注者綱紀

保持、公務員倫理・服務等の講義を実施し、コンプライアンス遵守に関する意識の醸成に取り組

んだ。 

実施に当たっては、違法性の認識をより高めるため、発注者綱紀保持の講義では、他機関等で

の不祥事事例を活用して事案の概要、関与行為の背景・要因、入札談合に関与した職員に対する

厳正な懲戒処分、損害賠償請求、刑事処罰などといったペナルティ等を説明したほか、身近な問

題として捉え理解が深まるよう、研修教材用動画を活用した。 

公務員倫理・服務等に関する講義では、身近な事例を問題形式としたセルフチェックの実施や

ソーシャルメディアを利用する際の倫理・服務に関する注意点、利害関係者との禁止行為等を教

示して、研修員のコンプライアンス意識の醸成に努めた。 

また、院幹部からの講話では、職務の重要性や士気高く誇りを持って職務に当たるよう発言し、

公務員としての更なる自覚を促した。 

国土地理院主催の研修では、１１４名の職員がコンプライアンスに関する講義を受講し、課長

級研修では外部講師を招いてオープン講義で実施され、研修員以外の職員等も受講した。そのほ

か、他機関主催の延べ１４件の研修で６３名の職員がコンプライアンスに関する講義を受講した。 

１１月には公正取引委員会事務総局が主催する、「公共入札等に関する連絡担当官会議」に契

約課長と契約管理官がオンラインにて参加した。 

  〔資料１〕 

【推進本部会議の評価】 
国土地理院主催の全ての階層別研修に「コンプライアンス」に関するカリキュラムを設けたこ

とは、職員に関係法令に関する知識の付与、不祥事発生時におけるリスクについての意識を徹底

させる手段として有効である。特に新規採用者へのコンプライアンス講義は、コンプライアンス

意識の早期醸成が図られ、また、昇任時等の節目の機会に改めて講義を行うことは、コンプライ

アンス意識の浸透、知識の底上げに繋がるため、継続して実施することが重要である。 

実施に当たっては、違法性の認識を高めるため、入札談合等関与行為は必ず発覚すること、関

与した職員に対しては厳正な懲戒処分などのペナルティが課されること、身近な事例としてソー

シャルメディアを利用する際の倫理・服務に関する注意点などを講義の中に盛り込んだことは評

価でき、研修を通じた人材育成は今後も継続すべきである。 

また、組織内のコンプライアンスの徹底を図るためには、日頃から、職員が自らの職責の重要
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性を理解し、士気高く誇りを持って職務に当たることが重要だが、その様な教育もされており評

価できる。 

 

（２）コンプライアンスに関する講習会等の実施 
【推進計画】 

 コンプライアンスの概念や職員としての責務、守るべき法令やルール等への正しい理解を深

めるため、全職員を対象に外部専門家等によるコンプライアンスに関する講習会等を実施し、

職員全員（休職者等を除く。）が、以下の各講習会等（他機関が開催する講習会等も含む。）に

参加する。 

なお、本院が主催する講習会等については、できる限りＷｅｂ会議システムにより本院内及

び地方測量部等に同時配信するとともに、動画を内部ページに掲載し、未受講者が後日視聴で

きる環境を整える。 

① 国土地理院発注者綱紀保持規程（以下「発注者綱紀保持規程」という。）に基づく発注担当

職員としての責務や入札談合等関与行為防止に関する講習会等。 
② 国家公務員倫理規程等に基づく職員としての責務や禁止行為等に関する講習会等。 

 
【実施結果】 

６月に、公正取引委員会事務総局経済取引局職員による入札談合等関与行為防止法（官製談合

防止法）に関する講演会を Teams により開催し、独占禁止法と入札談合等関与行為防止法の概要

や、過去の官製談合事件を例に入札談合等関与行為の背景・要因、入札等の公正を害した職員に

対する処罰等について講義をしていただいた。後日内部ページに講習会動画を掲載し未受講者が

視聴できる環境を整え、動画での視聴を含め６９７名が受講した。 
１２月には、人事院国家公務員倫理審査会事務局主催の公務員倫理に関する Web 講演会（ライ

ブ配信、録画配信）、本省主催の公務員倫理に関する Web 講演会（録画配信）の受講をそれぞれ

職員に案内し受講を促し、６９３名が受講した。 
入札談合等関与行為防止法講演会、公務員倫理講演会とも受講率１００％となっている。 

                   〔資料２〕 

【推進本部会議の評価】 
コンプライアンスに対する意識は時間の経過とともに希薄になっていくため、定期的にコンプ

ライアンス講習会を開催し、外部講師による専門性の高い講話を聴講することは、コンプライア

ンス意識を持続させる取組の一つとして有効である。過去の不祥事事例を通じてその問題を「自

分事」として捉え、他の意見や考え方に触れることで、自身の価値観・倫理感の傾向と照らし合

わせることは、意識啓発に効果がある。 

実施に当たっては、Teams による Web での開催の他、録画動画の後日視聴ができる環境を整え

るなど、働き方改革にも繋がる対応をしており評価できる。また、他機関主催の講習会等を通し

て、なるべく多くの職員に対して、参加の機会を設けることは、職員のコンプライアンス意識を

高める上で重要である。 

 

 （３）コンプライアンス・ミーティングの実施 
【推進計画】 

① 職員相互間でコンプライアンスに関する再確認や意見交換を行うことにより、コンプライア 

ンスに関する意識の向上を図るため、コンプライアンス・ミーティング（以下「ミーティン

グ」という。）を年１回以上実施する。なお、ミーティングは、職員全員（休職者等を除く。）

が参加する。 
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② ミーティングに際しては、職員が自分自身の問題として考えることができるよう、なるべ

く身近な事例をテーマとして選定し、職員一人一人の理解が深まるよう工夫する。 

③ ミーティングをはじめ、会議や打合せなど様々な機会を通じて職場でのコミュニケーショ

ンを活性化し、不祥事が起きにくい風通しの良い職場環境を整備する。 
 
【実施結果】 

職場内のコミュニケーションの活性化と職員のコンプライアンス意識の向上を図るため、コン

プライアンス・ミーティングを実施した。 

テーマ「不当な働きかけへの対応」で、職員相互間で意見交換を行い、進行役によるミーティ

ングでのまとめでは、勤務時間の内外に関わらず常日頃からコンプライアンスを意識して行動し

なければならないこと、過度に萎縮するのも良くはないが、国家公務員として、様々な場面で公

務員に求められる倫理を念頭に置きながら行動していく必要があること、不当な働きかけを受け

た際は組織として対応することが重要であること、そのためにも常日頃から職場内のコミュニケ

ーションを活性化させ、気軽に相談できる人間関係を構築することにより不祥事を未然に防ぐこ

とが最も重要であることを確認し、風通しの良い職場環境の整備に関する意識の高揚を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

          コンプライアンス・ミーティングの様子 

 

実施に当たっては、コンプライアンスに関しての指導的役割を担う担当者（課長補佐・地測課

長等）に進行役を任せ、指導的役割に必要な能力の向上を図った。 

また、働き方改革の変化等も踏まえ、各職員の業務の都合や休暇・テレワーク等を考慮して実

施日やグループを分割し、幹部職員を含めた全職員がミーティングに参加した。 
          〔資料３－１、３－２〕 

【推進本部会議の評価】 
コンプライアンス・ミーティングは一方的な情報発信ではなく、職員相互間での意見交換・意

見共有を行うことにより双方向性が図られ、効果的な取組である。また、不正の芽を小さいうち

に摘み取る組織風土を醸成するため、自分事として捉えられるような身近なテーマで実施するこ

とも有効である。 

風通しの良い職場作りが職員間のコミュニケーションを向上させ、更には不正の起こりにくい

風土が構築されていくコンプライアンス・ミーティングの手法は、大変有効な手段であるため、

引き続き継続されたい。 

また、本年度計画にある「職員全員（休職者等を除く。）が参加する。」との目標を、全職場

において参加率１００％で達成したことは評価できる。 
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（４）発注者綱紀保持の周知徹底 
【推進計画】 

① 国民の疑惑を招かないよう発注事務に係る綱紀の保持を図るために、関係法令の遵守はも

とより、発注者綱紀保持規程について周知徹底を図る。 
特に、外部の者からの不当な働きかけに関する報告のみならず、院内の他の職員による発

注者綱紀保持規程違反に関する報告についても、以下の事項について、研修等において周知

徹底を図る。 
一 発注担当職員に対して、院内の他の職員が発注情報を要求する行為についても、不当な

行為として、発注者綱紀保持規程違反となること 
二 報告は職員に課された義務であること 
三 報告窓口となる発注者綱紀保持担当者名・連絡先等に関すること 
四 報告を怠った場合には処分があること 

② 発注者綱紀保持に関する基本的な理解度を職員自らが確認するためのセルフチェックを行

う。その結果を集計し、職員に周知することで、更なる発注者綱紀保持意識の向上を図る。な

お、セルフチェックは、職員全員（休職者等を除く。）が実施する。 
 
【実施結果】 

令和７年度においても、発注者綱紀保持規程、官製談合防止法、コンプライアンス推進計画に

係る具体の取組等について、定例会議や研修、講習会、コンプライアンス・ミーティングにおい

て職員に周知した。また、不祥事の事例「事例で学ぶコンプライアンス」を活用し、国家公務員

が非違行為を行うことは、職員本人はもとより、職員が所属する職場に対する信頼を損ね、更に

は公務員全体の信用を失うことを改めて周知し、コンプライアンスの自覚を促した。 
国土地理院主催の７研修では、外部の者からの不当な働きかけに関する報告のみならず、院内

の他の職員による発注情報を要求する行為についても不適当な働きかけとして発注者綱紀保持規

程違反となること、職員に課せられた報告の義務や報告窓口等についても周知徹底を図った。 
発注者綱紀保持に関するセルフチェックについては、Microsoft Forms を利用することで所属ご

とに集約する職員の負担を軽減して実施した。対象者の実施率は１００％であり、職員が回答を

送信すると同時に解答と解説が示され、また、内部ページに実施状況・正誤状況について掲載

し、正答率が低かった問題等を職員がいつでも見直すなどの振り返りができる環境を整えた。         

〔資料４－１、４－２、４－３〕 

【推進本部会議の評価】 
関係規程等の職員への周知は、全職場において適切に行われている。 

発注担当職員は、発注事務に関する秘密情報を多く保有しており、外部からの不当な働きかけ

を受けやすい立場にあることを踏まえ、継続的な取組が必要である。また、発注事務の綱紀の保

持と違法行為の防止の観点から、発注担当職員に対する他の職員からの要求行為も違反であるこ

と、違反に関する報告は職員に課された義務であること、報告窓口等に関すること、報告を怠っ

た場合には処分があり得ることについて、周知徹底を図ったことは評価できる。 
セルフチェックについては、Microsoft Forms を活用し、回答する職員も含め担当職員の負担を

軽減したこと、対象者の実施率が１００％であったこと、正答率が低い設問に対してフォローア

ップしていることは評価できる。また、セルフチェックの実施は、更なる発注者綱紀保持意識の

向上が図られるため、引き続き取り組む必要がある。 
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（５）国家公務員倫理の周知徹底 
【推進計画】 

①  国民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、国民の信頼を確保するために、国家公

務員法、国家公務員倫理法、国家公務員倫理規程の遵守について、研修及び国家公務員倫理

月間等の機会を通じて周知徹底を図る。 

② 国家公務員倫理に関する基本的な理解度を職員自らが確認するためのセルフチェックを行

う。なお、セルフチェックは、職員全員（休職者等を除く。）が実施する。 
 
【実施結果】 

令和７年度においても、国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程等の遵守について、定例会

議や研修、院内広報誌等を通じて､職員に周知するとともに、各所属に公務員倫理に関するリーフ

レット・冊子の配布を行い、所属職員への周知を行った。また、国家公務員倫理審査会ホームペ

ージ、人事院 YouTube チャンネルの紹介も行った。 

特に、国家公務員倫理月間においては、倫理審査会が作成した自習研修教材を役職（幹部職員

用、課長補佐級職員用、一般職員用）ごとに実施し、全職員が受講した。また、倫理管理官（院

長)から職員に対し、高い倫理感と使命感を持って職務を遂行するよう、幹部職員に対しては、自

らが先頭に立って公務員倫理や服務規律遵守の徹底を図り、コミュニケーションを活性化させ、

部下職員が自信と誇りをもって職務を遂行できる職場環境の整備に努めるよう、メッセージを発

出した。 

全職員（非常勤職員を含む。）を対象に実施した国家公務員倫理法・倫理規程に関するセルフ

チェックでは、６月に当院独自の取組として国家公務員倫理審査会ホームページに掲載されてい

る「倫理法・倫理規程セルフチェックシート」のページから、職員の職位に応じた任意のチェッ

クシートを選択し、全職員が自己点検を行うよう周知した。また、１２月は「国家公務員倫理月

間」に合わせ、６月同様に職員にセルフチェックを行うよう周知し、実施率１００％を達成した。          

  

【推進本部会議の評価】 
関係規程等の職員への周知は、全職場において適切に行われている。 

 組織のトップが、自身の前向きな意識を職員に伝え、更には、幹部職員に対し、コミュニケー

ションの活性化と、部下職員が自信と誇りを持って職務に遂行できるよう、職場環境の整備に努

めるようメッセージを発出したことは、職員の心理的安全性が高まるほか、コンプライアンス意

識の向上が期待される。 

公務員倫理を堅持するためには、組織内の服務規律・公務員倫理遵守の意識を醸成していくこ

と、職員に対して倫理に関する知識を習得させることが重要なため、継続して取り組む必要があ

る。 

セルフチェックについては、１２月の対象者の実施率が１００％であったことは評価できる。 
 

（６）文書情報管理の周知徹底 
【推進計画】 

① 職員が適正に文書管理を行うために、「公文書管理の適正の確保のための取組について」 
等の趣旨について、研修、国土交通省文書・情報管理月間及び毎月の国土交通省文書の日（ふ

みの日）等の機会を通じて周知徹底を図る。 
② 公文書管理の理解を深めるため、文書管理の自己チェックを実施する。 
③ 令和６年度に実施された各種監査の監査結果を踏まえ、標準文書保存期間基準の見直しや

行政文書ファイル管理簿の見直しを実施し、公文書管理の適正の確保を図る。 
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【実施結果】 
新任の文書管理者、文書管理担当者への指名の際に「文書管理者の役割と責任」、「文書管理

者が行う事務」及び「公文書管理に関する制度の概要」を配布し、文書管理業務の意識向上を図

った。国土地理院主催の研修において、幹部職員７名、新任の文書管理者１５名及び文書管理

担当者１７名に対して「適正な文書管理の推進に関する研修会」を実施したほか、研修会資料

を内部ページに掲載し、職員への情報発信を行った。国土交通大学校主催の各種研修において

は、３７名が公文書管理に関する講義を受講した。 
また、国立公文書館が開催した公文書管理研修の講義を配信した YouTube 動画の URL を内部

ページに掲載し、職員への情報発信を行った。 
国土交通省文書の日（毎月２３日）には、文書管理業務に関しての情報を発信するほか、公文

書に関する自己点検を継続的に実施させるため、自己点検シートの活用について定期的に掲示板

で周知した。国土交通省文書・情報管理月間（１１月）における文書管理の点検の取組では、自

己チェックシート及び公文書管理ｅラーニング研修を全職員が実施したほか、文書管理者に対す

る行政文書の管理状況の点検を実施し、行政文書の適切な管理、効率的な業務の遂行を図った。 
電子文書室において全職員に対して行政文書の誤廃棄等の防止の徹底や電子公文書等の「標準

的フォーマット」での移管など公文書管理に関する情報を提供した。 
令和６年度に実施された各種監査の監査結果を踏まえ、標準文書保存期間基準及び行政文書フ

ァイル管理簿の見直し及び特定の部署に対する公文書管理状況の巡視点検を実施した。 
 
【推進本部会議の評価】 

公文書の適正な管理は行政の基本であり、公文書は健全な民主主義の根幹を支える国民共通の

知的財産である。行政文書の作成・保存等は国家公務員の本質的な業務そのものであることを肝

に銘じて職務を遂行する必要があることから、引き続き、適正に取り組む必要がある。 
文書管理に関しては、機会を捉えて、公文書管理の適正な確保の取組について注意喚起を行い、

研修等を通じ周知徹底を図っている。特に、国土交通省文書・情報管理月間における自己チェック

シート、公文書管理ｅラーニング研修は全職員が実施しており、行政文書の管理に対する職員の

理解がより一層深まるため評価できる。また、令和６年度に実施された各種監査の監査結果をも

とに、公文書適正管理の適正の確保を図ったことは評価できる。 
 

（７）個人情報保護の周知徹底 
【推進計画】 

① 個人情報の保護の重要性と適切な取扱いについて、研修等を通じて「個人情報の保護に関    

 する法律」等の関係法令の周知徹底を図る。 
② 個人情報漏えい防止に関する意識を高めるため、個人情報漏えい防止対策の自己点検を実  

 施する。 
 

【実施結果】 
個人情報取扱いのポイントとなる「個人情報の適切な管理運用の徹底について」の通知文や関

係規程等について、内部ページに取りまとめて掲載し、個人情報の保護及び適正かつ効果的な活

用の促進に取り組んだ。 
新採用職員ガイダンスや、中堅係員研修等において、個人情報保護法に関する講義を行った。 

また、地方測量部管理課長等会議において、個人情報の適切な管理の徹底について注意喚起を実

施した。 
個人情報漏えい防止に関する意識を高めるため、全ての職員を対象に「個人情報漏えい防止対
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策の自己点検」を実施した。 
 

【推進本部会議の評価】 
個人情報の適切な管理について研修等で注意喚起や周知徹底を図っているが、一方的な周知で

は、その効果は限定的である。全ての職員を対象に「個人情報漏えい防止対策の自己点検」を実

施し、更なる意識付けをさせたことは評価できる。 
今後も職員に対して、保有個人情報の取扱いについて理解を深めさせるため、個人情報の保護

に関する意識の高揚を図る教育や啓発を、継続して取り組む必要がある。 
 

（８）ハラスメントの防止 
【推進計画】 

① ハラスメントの防止について、研修及び国家公務員ハラスメント防止週間等の機会を通じ

て周知徹底を図る。  
② 苦情相談員の相談窓口等について周知徹底し、相談しやすい体制の整備に努める。  
③ ハラスメント防止の重要性に鑑み、管理職員向けの講習会等を実施し、対象の全職員が受

講する。 
 
【実施結果】 

ハラスメントの防止については、苦情相談の窓口を含め、定例会議等において職員に周知する

とともに、国土地理院主催の４研修において、外部講師等によるハラスメントの防止に関する講

義を実施し、ハラスメントに関する知識や対応能力の向上を図った。院内研修でのハラスメント

防止に関する講義の受講者数は、７０名であった。その他、他機関主催の１６研修に参加し、５

４名がハラスメント防止に関する講義を受講した。 
また、ハラスメント苦情相談員専用の内部ページから、マニュアルの提供や相談員向けの研修

動画を配信（４０名全員が受講）し、情報共有を図りながら苦情相談員と連携してハラスメント

防止に取り組んでいる。 
１２月の「国家公務員ハラスメント防止週間」では、ハラスメントの防止対策について、より

一層、組織的・効果的に取り組むことを目的に、管理職員向けのハラスメント防止講座、一般職

員向けのハラスメント防止のための講習を実施し、管理職員全員を含む５５１名が受講した。 
 〔資料１〕 

【推進本部会議の評価】 
ハラスメント防止の重要性に鑑み、新任管理者に対するハラスメント防止研修、管理職員向け

の講座、苦情相談員向けの研修動画の配信を実施し、それぞれ対象者が全員受講していることは

評価できる。 
職員一人一人がハラスメントに関する基本的な知識を習得し、ハラスメントの加害者にならな

いよう留意することが重要であり、日頃からハラスメントのない職場づくりに努められるよう、

今後も、様々な機会を捉え注意喚起や職員の積極的な講演会等の受講など、継続的な取組を実施

する必要がある。 
 

（９）コンプライアンスに関する情報提供 
【推進計画】 

コンプライアンス意識の啓発を促すため、不祥事事例等の情報を、定例会議等において適宜

提供する。   
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【実施結果】 
国や地方公共団体等において、発注者綱紀保持や公務員倫理等に係る不祥事事例が発生した場

合、適宜「事例で学ぶコンプライアンス」事例として一課長会議で紹介し、本院各部・地方測量

部等に資料提供した。今年度は７月、１２月に情報提供を行った。 

資料は、報道記事を引用して不祥事事例を具体的に明示し、事案発生の要因や啓発のポイント、

関連する法規等を解説することにより職員が理解しやすい内容としており、定例会議やコンプラ

イアンス・ミーティングでの補足資料等で活用されている。 
 〔資料５－１、５－２〕 

【推進本部会議の評価】 
公務員等に関する最新の不祥事事例を確認することで、職員が身近で起こりうる問題として捉

え、自分自身の行動や考え方を見直す機会となるため、有効な取組である。また、関係する法規

等を解説して、職員が理解しやすい内容としていることは評価でき、今後も、事案発生の要因や

啓発のポイントなどを示した情報を継続的に提供し、職員の意識向上を図る必要がある。 

 
（１０）コンプライアンス指導者の養成 

【推進計画】 
国土交通大学校で実施している「コンプライアンス指導者養成研修」に、コンプライアンス

に関する担当職員を順次受講させ、コンプライアンス指導者として必要な能力の向上を図る。 

 
【実施結果】 

国土交通大学校主催の「コンプライアンス指導者養成研修」について、担当職員が、業務の都

合により受講することができなかった。 

 

【推進本部会議の評価】 
コンプライアンスに関係する担当職員が、国土交通大学校主催の「コンプライアンス指導者養

成研修」を受講することは、専門知識の習得とともに他機関の状況把握にも有効であり、コンプ

ライアンス指導者として必要な能力の向上を図ることは必要である。 
令和８年度は、担当職員が受講できるように、業務の調整を行う必要がある。 

                                 

２．事業者との適切な対応 
（１）事業者に対する発注者綱紀保持規程等の周知 

【推進計画】 

① 国土地理院ホームページに、事業者を対象とした発注者綱紀保持の取組やコンプライアン

ス推進計画等を掲載し、協力依頼を行う。 
② 執務室入り口等に、発注者綱紀保持に関するポスター及び入室に当たっての協力依頼文書

を掲示するとともに、測量業務の一般競争参加資格者に送付する参加資格認定通知書に、発

注者綱紀保持に関する取組への協力依頼のリーフレットを同封する。 
 

【実施結果】 
事業者に対する発注者綱紀保持に関する取組への協力依頼については、国土地理院ホームペー

ジに発注者綱紀保持の取組やコンプライアンス推進計画等を掲載し、周知を図っている。 
また、一般競争参加資格認定通知書にパンフレットを同封し、発注者綱紀保持に関する取組へ

の協力依頼と、職員による入札等に関する不当な行為を確認した場合の、事業者からの情報提供

も併せて依頼している。 
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執務室入口等の見えやすい場所に発注者綱紀保持の取組に関するポスターや、執務室への立ち

入りを制限する旨を掲示し、引き続き来庁者への理解を求めるとともに、周知徹底を図った。 
                             〔資料６－１、６－２〕 

 

 

 

 

 

 

 

          協力依頼文書等              入室制限ポスター      

 

【推進本部会議の評価】 
事業者に対しての発注者綱紀保持に関する協力依頼については、各職場において適切に実施さ

れている。 

執務室への入室制限等の環境整備は、事業者に対する効果だけでなく職員への意識付けにも効

果があるので、引き続き取り組む必要がある。 
 
（２）事業者との応接ルール等の徹底 

【推進計画】 
事業者との応接に当たっては、公正かつ適正に行うとともに、国民の疑惑や不信を招かない

よう必要最小限の対応に留め、原則として受付カウンター等オープンな場所で複数の職員によ

り対応するなど、引き続き対応ルールの徹底を図る。 
 

【実施結果】 
事業者との応接ルールについて、定例会議や研修、講習会、コンプライアンス・ミーティング

において繰り返し説明し周知した。 
また、応接に当たっては、公平かつ適切に行うとともに、受付カウンター等のオープンな場所

での対応を実施し、国民の疑惑や不信を招かないよう複数の職員により、必要最小限の対応に留

めた。 
 
 
 
 
 
 
 
         

受付カウンター              打合せテーブル       
 
【推進本部会議の評価】 

執務スペースと受付カウンター等のオープンスペースが分離されており、国民の疑惑や不信を招かない

対応がされている。なお、これらの対応ルールは、組織のみならず職員個人を守るためにも重要であるこ

とから、引き続き徹底されたい。 
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３．入札契約手続の見直し及び情報管理の徹底 
（１）入札契約手続の見直し 

【推進計画】 
不正が発生しにくい入札契約制度の見直しを継続して実施する。 

①  予定価格の決定をできる限り開札日直近とし、予定価格漏えいの防止を図る。 
② 総合評価落札方式における積算業務と技術審査・評価業務の分離を進め、両方の情報を知

る機会とその情報を知る者の数を限定するとともに、国土地理院総合評価技術審査会におい

て発注案件ごとに技術審査・評価業務の実施体制をチェックすることにより、コンプライア

ンスの更なる徹底を図る。  
 

【実施結果】 
 予定価格の漏えい防止を図るため、予定価格調書の作成時期を可能な限り開札日の前日又は

前々日とし、決定後は金庫等で厳重に管理した。 
総合評価落札方式における情報漏えい防止のため、積算業務と技術審査・評価業務の分離を進

め、令和７年４月から令和７年１２月までの総合評価落札方式による発注７０件全て（１００％）

において業務の分離を行った。分離に際しては、国土地理院総合評価技術審査会において、発注

案件ごとに、担当部署における業務の実施体制の報告を求め、その適否を確認するとともに、情

報漏えい防止の注意喚起を行いコンプライアンスの徹底を図った。また、技術提案書についても

業者名のマスキングを徹底し、特定の業者に対する不公正な評価を防止した。 

 

【推進本部会議の評価】 
発注事務に対する国民の信頼を確保するため、不正行為が発生しにくい効果的な入札契約制度

の見直しを、継続して取り組む必要がある。 
予定価格調書の作成を開札日直近に行うことは、業務の進行管理に労力を要することになるが、

予定価格の漏えい防止には効果があり、重要な対策である。 

積算業務と技術審査・評価業務は分離を原則とし、分離が困難な業務については、引き続き情

報漏えいの防止策を講じていくことが必要である。 

 

（２）情報管理の徹底 
【推進計画】 

① 「発注情報管理マニュアル」を周知徹底し、発注事務に関する情報の漏えい、滅失及び毀損

等が起こらないよう情報管理の徹底を図る。  
② 「発注情報管理マニュアル」２．情報の適切な管理（４）に規定する「発注事務に関する書

類の管理その他発注事務に関する情報への不正なアクセスの予防」について、発注担当職員

の所属長が行う調査・点検の周知徹底を図る。 
 
【実施結果】 

「発注情報管理マニュアル」の遵守について、研修等により周知徹底を図ったほか、情報管理

の実施状況に関しては、地方測量部等においては分任物品管理官定期検査の際の調査項目として、

本院においては監査官室と連携し、本院定期監査の際の調査項目とし、確認した。 
発注事務に関する秘密情報については、管理方法・管理場所の明確化、業務上取り扱う担当職

員の明確化、情報の種類ごとの管理責任者を明確化し、更には、秘密情報を施錠可能な書庫等で

の保管、業務上取り扱う担当職員以外が閲覧できないようアクセス制限及びパスワード設定され

たフォルダで保管し、情報管理を徹底している。また、仕様書等の発注情報については、紛失等

のおそれのある電子媒体での受け渡しから、セキュリティを確保したサーバによる受け渡しをし
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ている。 
 

【推進本部会議の評価】 
発注事務に関する情報管理は秘密情報の漏えい防止の重要な対策であり、「発注情報管理マニ

ュアル」に沿って適切に情報管理が行われているか、定期的に点検を実施する必要がある。 

また、管理責任者の明確化やアクセス制限など、情報管理に資する実効性のある環境整備も、

引き続き適切に図って行く必要がある。 

 
４．コンプライアンス関係通報窓口の周知と適正な運用 

【推進計画】 
通報窓口への通報は、違反行為の未然防止や事態の深刻化を回避する正しい行為であること、

通報した職員は不利益にならないことを充分に周知し、通報しやすいよう取り組む。また、通

報があった場合には、通報者の保護等を徹底した上で迅速かつ的確な対応を行う。 
 
【実施結果】 

職員が発注者綱紀保持規程、国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程等に抵触すると思慮す

る事実を確認したとき、メール等で通報できる窓口を設置している。 
コンプライアンス関係通報窓口への通報については、その重要性及び通報した職員が不利益な

取扱いを受けることがないことについて、研修等において繰り返し説明することで周知した。 
また、より通報しやすい環境を整えるため、外部通報窓口の連絡先等についても、併せて繰り

返し周知した。 
通報者の保護について、他機関でのマニュアル等の整備状況を確認するなど、保護についての

取扱いの確認を行った。 
 
【推進本部会議の評価】 

通報制度が適正に運用され、組織内に認知されることにより、違反行為の早期発見や抑止効果

が期待される。不正行為を見聞きした職員が、ためらうことなく報告できる制度となっており評

価できる。また、通報者の保護について対応等の確認等を行ったことは評価できる。 
通報は違反行為の未然防止や事態の深刻化を防ぐために有効であるため、今後も引き続き周知

徹底に取り組んでいく必要がある。 
 

５．監査の強化・充実 
【推進計画】 

令和７年度定期監査実施計画において、コンプライアンスの取組状況等を重点事項に掲げ監

査を実施するとともに、監査対象部の本院部長、地方測量部長等管理職員及び発注担当職員に

対し、コンプライアンス意識の個別ヒアリングを行う。 
 

【実施結果】 
令和７年度定期監査実施計画に基づき、本院（総務部、企画部、測地部、防災・地理空間情報

企画センター、測地観測センター、地理地殻活動研究センター）及び地方測量部（北海道、関東、

北陸、中部、四国）において、監査の重点項目としたコンプライアンスの徹底に関する取組につ

いて監査を実施した。 

服務規律遵守の取組では、「義務防止違反ハンドブック」の職場回覧や、「国家公務員倫理教

本」及び「国家公務員倫理カード」を配付するなどして、服務規律遵守の意識を高めるとともに、

日常的に高い倫理観と使命感を持つよう促していた。 

- 12 -



 

職員のコンプライアンス意識向上のための取組は、推進計画に基づき適切に実施されていた。

講習会等にやむを得ず参加できない職員がいた場合は、後日、内部ページに掲載された当日の講

演動画の視聴を促すなど声掛けがされていた。コンプライアンス・ミーティングは、課室ごとに

グループ分けするなど、非常勤職員を含む全員が参加できるよう工夫して実施されていた。セル

フチェックは、他人事とならないよう身近な具体的テーマにより実施し、職員自らが規則やルー

ルの再確認を行っていた。 

入札・契約手続きについては、発注事務に関する紙媒体の書類は施錠できる文書棚で保管し、

電子データはパスワードにより保護した上で、担当者のみがアクセスできる状況にするなど、発

注情報管理の徹底が図られていた。 

事業者との対応については、ホームページの【発注者綱紀保持（事業者等の皆様へ）】に発注

者綱紀保持の取組やコンプライアンス推進計画等を掲載して協力を求めた上、全ての部署で執務

室入口や受付カウンターに発注者綱紀保持のポスター及び執務室内への立ち入りを制限する旨の

掲示をしていた。さらに、事業者と応対する際は、原則として受付カウンターや打合せテーブル

等オープンな場所で複数の職員が対応するなど、対応ルールが徹底されていた。 

また、本院の部長、地方測量部の管理職員及び発注担当職員に、コンプライアンスの認識に関

する個別ヒアリングを実施した結果、全員が関係法令等の遵守について正しく理解しており、日

常的に意識しながら職員の指導や発注業務を行った上、積極的にコミュニケーションを図り、職

員同士が相互の理解を深めて信頼関係を築き、自分の意見や考えを誰に対しても安心して言える、

風通しの良い職場環境づくりに取り組んでいることを確認した。 

 

【推進本部会議の評価】 

コンプライアンスの取組状況等に関する監査は適切に実施されている。さらに、本院の部長、

地方測量部の管理職員及び発注担当職員に個別ヒアリングを実施し、各取組が適切に実施されて

いること、積極的にコミュニケーションを図り、風通しの良い職場環境づくりに取り組んでいる

ことを確認したことは評価できる。 

地方整備局等では、入札談合や発注情報漏洩等の不祥事事案が今なお発生しており、国土地理

院の職員が同様の不祥事を起こさないためには、組織の士気を高めるとともに、コンプライアン

ス意識の更なる高揚に取り組むことが重要であることから、引き続き監査の重点項目として検証

していく必要がある。 

 

６． 取組内容の報告と事例の活用 
（１）取組内容の報告 

【推進計画】 
推進責任者は、地方測量部等における本推進計画の実施状況について本部長に報告するとと

もに、推進本部と意見交換を適宜行う。 

 

【実施結果】 

各地方測量部等の取組について、上半期の中間報告、年度末の最終報告ともにコンプライアン

ス推進責任者（地方測量部長及び沖縄支所長）から適切に報告されている。本院から指示した取

組を工夫して実施した様子や、地方測量部等の取組も報告されている。 
 
【推進本部会議の評価】 

コンプライアンス推進本部において、地方測量部等における取組を含めて報告することは、本

院だけでなく他の地方測量部等の参考となり、一層コンプライアンスの推進を図ることとなるの
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で評価できる。 
引き続き推進責任者の負担を軽減するよう工夫しながら、本推進計画を進めてほしい。 

 
（２）好事例、推奨事例の活用 

【推進計画】 
各所属で実施したコンプライアンス推進に係る取組のうち、好事例、推奨事例と判断される

取組については、他の所属でも積極的な活用が図られるよう院内に水平展開し、更なるコンプ

ライアンス推進の強化を図る。 
 
【実施結果】 

好事例、推奨事例と判断されるコンプライアンス推進に係る取組については、積極的な活用を

図り、更なるコンプライアンス推進に努めている。 
引続き、１on１ミーティングの実施や、執務環境の改善など、日頃から相談しやすい雰囲気作

りや職場内の状況把握に努め、双方向の良好なコミュニケーションを通じて風通しの良い職場を

構築していた。 
 

【推進本部会議の評価】 
各所属において、コンプライアンス推進に係る好事例となる取組を活用していくことは、コン

プライアンスを推進する上で有用である。今後も引き続き積極的に共有・活用すべきである。 
 

（３）他組織における不適切事案への対応の反映 
【推進計画】 

他組織において発生した不適切事案について対応策が講じられる場合には、当院における取

組に適切に反映させる。 

 
【実施結果】 

今年度は地方整備局等で対応策を講じる不適切事案はなかった。 
 
【推進本部会議の評価】 

他組織において発生した不適切事案について、その対応策を取り入れ反映することは、コンプ

ライアンスの推進・保持するための有効な手段である。公正な入札を担保するための情報管理を

徹底し、有効な対応策は当院における取組に適切に反映させ、継続的に再発防止に取り組む。 
 
 
 

Ⅱ．アドバイザリー委員会からの意見等 
ハラスメント対策について、相談しやすい体制作りの努力は評価できる。今後も継続して力を

入れてもらいたい。また、通報者の保護についても対応等を確認したことについても評価できる。 
事業者との適切な対応について、相手があることであるが、どのようなことが発注者綱紀保持

規程に抵触するか、具体的にお知らせした方が、理解が深まると思われる。検討されたい。 
また、昨年の委員会で検討事案となっていた、発注情報の管理や通報者の保護について、迅速

な対応がとられている、今後も適切な対応を継続されたい。 
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【資料１】 
 

令和７年度研修におけるコンプライアンス講義の実施状況 

 
実施日 研修名 講義テーマ 講師 受講者

R7.4.2 新採用職員ガイダンス コンプライアンスについて 適正業務管理官 7 
R7.4.2 新採用職員ガイダンス 服務・公務員倫理・勤務時間・WLB・障害者差別解消法障 人事課管理係長 １１ 

R7.4.23 業務研修 コンプライアンスについて 適正業務管理官 ５ 
R7.6.5 補佐研修 コンプライアンス（発注者綱紀保持） 適正業務管理官 

１７ 
R7.6.5 補佐研修 国家公務員倫理・服務・WLB・障害者差別解消法 人事計画官 

R7.6.13 係長研修 国家公務員倫理・服務・WLB・障害者差別解消法 建設専門官(人事) 
２４ 

R7.6.13 係長研修 コンプライアンス（発注者綱紀保持） 適正業務管理官 
R7.10.3 中堅係員研修 国家公務員倫理・服務・WLB・障害者差別解消法 人事課管理係長 

２０ 
R7.10.3 中堅係員研修 コンプライアンス（発注者綱紀保持） 適正業務管理官 

R7.10.21 課長級研修 服務・公務員倫理・WLB・障害者差別解消法 人事課長 
１１ 

R7.10.21 課長級研修 コンプライアンス（発注者綱紀保持） 外部講師 
R8.1.5 新採用職員ガイダンス 服務･国家公務員倫理･勤務時間･WLB･障害者差別解消法 人事課管理係長 

１ 
R8.1.5 新採用職員ガイダンス コンプライアンス 適正業務管理官 

R8.3.12 普通測量業務研修 服務・公務員倫理・勤務時間・WLB・障害者差別解消法 人事課管理係長 
１８ 

R8.3.12 普通測量業務研修 コンプライアンス 適正業務管理官 
                                     ７研修 １５件 １１４名 

＜国土交通大学校＞    ＜人事院＞ 
  受講研修数 １１件    受講研修数  ３件 
  受講者総数 ３７名    受講者総数 ２６名 
 
 
 

令和７年度研修におけるハラスメントの防止に関する講義の実施状況 

 
実施日 研修名 講義テーマ 講師 受講者数 

R7.6.5 補佐研修 職場におけるハラスメントの防止 外部講師 １７ 
R7.6.12 係長研修 職場におけるハラスメントの防止 外部講師 ２４ 

R7.10.21 課長級研修 管理職に求められるハラスメント防止対策 外部講師 １１ 
R8.3.12 普通測量業務研修 ハラスメントの防止 人事課管理係長 １８ 

                                       4 研修 ４件 ７０名 
＜国土交通大学校＞    ＜人事院＞        ＜内閣人事局＞ 

  受講研修数  ８件    受講研修数  ７件    受講研修数  １件 
  受講者総数 ３４名    受講者総数  ７名    受講者総数 １３名 
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【資料２】

総務部 135 135 100% 137 137 100%

 総務課 30 30 100% 31 31 100%

 政策課 8 8 100% 8 8 100%

 人事課 17 17 100% 18 18 100%

 会計課 20 20 100% 20 20 100%

 契約課 26 26 100% 26 26 100%

 厚生課 17 17 100% 17 17 100%

 広報広聴室 17 17 100% 17 17 100%

企画部 54 54 100% 53 53 100%

測地部 51 51 100% 49 49 100%

地理空間情報部 53 53 100% 54 54 100%

基本図情報部 101 101 100% 102 102 100%

応用地理部 50 50 100% 50 50 100%
防災・地理空間情報企画センター 17 17 100% 13 13 100%

測地観測センター 49 49 100% 48 48 100%

地理地殻活動研究センター 33 33 100% 33 33 100%

北海道地方測量部 15 15 100% 15 15 100%

東北地方測量部 16 16 100% 16 16 100%

関東地方測量部 21 21 100% 22 22 100%

北陸地方測量部 15 15 100% 15 15 100%

中部地方測量部 16 16 100% 16 16 100%

近畿地方測量部 19 19 100% 19 19 100%

中国地方測量部 15 15 100% 14 14 100%

四国地方測量部 15 15 100% 15 15 100%

九州地方測量部 15 15 100% 15 15 100%

沖縄支所 7 7 100% 7 7 100%

合  計 697 697 100% 693 693 100%

6/19 入札談合防止

コンプライアンスに関する講習会

対象職員 受講率

公務員倫理（Web）

対象
職員

受講率
所 属 名

受講者数 受講者数
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部課名 実施日 対象者 テーマ 備　考

総務部
7/22、7/29、7/30、8/5、8/6、
8/7、8/19、9/5、9/10、9/11、
9/12、9/17、10/2

137 / 137 100.0%

企画部
7/31、8/20、8/21、8/25、9/3、
9/5

51 / 51 100.0%

測地部
7/23、7/24、7/25、7/31、8/6、
9/12、9/16

50 / 50 100.0%

地理空間情報部
7/23、7/25、7/30、8/25、9/2、
9/9

55 / 55 100.0%

基本図情報部
7/29、7/31、8/26、8/28、9/2、
9/9、9/10、9/11

106 / 106 100.0%

応用地理部 8/25、8/26、8/29、9/2、9/9 51 / 51 100.0%

防災・地理空間情
報企画センター

7/31、9/5、9/9 17 / 17 100.0%

測地観測センター 7/30、7/31、8/26、9/5、9/10 44 / 44 100.0%

地理地殻活動研究
センター

7/24、7/29、8/28、9/1、9/16、
9/24

29 / 29 100.0%

本院計 540 / 540 100.0%

北海道地方測量部 7/28、7/30 15 / 15 100.0%

東北地方測量部 8/26、8/29 15 / 15 100.0%

関東地方測量部 8/19、8/22 22 / 22 100.0%

北陸地方測量部 8/6、8/22 15 / 15 100.0%

中部地方測量部 8/8 16 / 16 100.0%

近畿地方測量部 8/18、8/25、8/26 19 / 19 100.0%

中国地方測量部 9/4 15 / 15 100.0%

四国地方測量部 8/21、9/2 15 / 15 100.0%

九州地方測量部 7/24、7/30、8/18 16 / 16 100.0%

沖縄支所 7/24 7 / 7 100.0%

地測計 155 / 155 100.0%

合　　　計 695 / 695 100.0%

【資料３-１】

令和７年度 コンプライアンス・ミーティング実施状況

（実施期間：令和７年７月２２日～令和７年９月２６日）

参加人数　 （率）
（参加者数/全職員）

全職員

全職員

不当な働きかけへの対応

不当な働きかけへの対応
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【資料３-２】 

 

 

 

ミーティングテーマ 【不当な働きかけへの対応】 

 

○○課のＡ補佐は、「××地区測量作業」の発注担当課長補佐です。 

 

 「××地区測量作業」の入札は先日行われましたが、落札者がなく不調に終わりまし

た。そのため、発注内容の見直しを行い再度公告を行う予定ですが、Ａ補佐は次回も不

調に終わるのではないかと不安に思っていました。 

 そんなある日、Ａ補佐は退勤途上の電車でＷ測量（株）のＺ営業部長に偶然出会いま

した。 

 

Ｚ部長：あ、どうもＡ補佐、いつもお世話になっています。どうしました？ 

あまり浮かない顔ですね。 

Ａ補佐：いやあ、先日行われた測量作業の入札が流れてしまって、それでちょっと困っ

ていましてね。 

Ｚ部長：ああ、××地区の測量作業のことですね。あれは業者の側から言わせてもらい

ますと、あまり手を挙げたくない案件ですからねえ。 

予定価格がいくらか分かりませんけど、ギリギリぐらいかなという所で落札で

きれば、まだありがたいんですが・・。 

Ａ補佐：これ以上発注を遅らせる訳にはいかないのになあ。 

Ｚ部長：どうですか、Ａ補佐。再公告を出すようでしたら、予定価格そのものとは言い

ませんが、ヒントだけでも教えていただければ、ウチが何とかさせていただき 

ますよ。」 

Ａ補佐：やめてくださいよ。今はそういうのは色々面倒なんです。 

Ｚ部長：何とかＡ補佐のお力になりたいと思ってるんですよ。 

Ａ補佐：これ以上やっかいごとを抱えたくないですから、聞かなかったことにしましょ

う。 

Ｚ部長：来週、別件で地理院にお伺いすることになっていますので、それまでに考えて

おいていただけませんか。 

 

Ａ補佐は「急ぎますので、これで。」と話を切り上げ、今のやり取りは胸の内にしま

っておくことにしました。  

 

【問題】 

 （１）Ａ補佐の行動等に問題はなかったでしょうか。 

 （２）Ａ補佐はどのように行動すべきだったでしょうか。  
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                                    【資料４－１】 

 

発注者綱紀保持等の周知徹底 

 

所属 主な取組 

本院 ・発注者綱紀保持、コンプライアンス推進計画に係る具体的取組について、定

例会議等において周知した。 

・院内の階層別研修において、コンプライアンスに関する科目（発注者綱紀保

持規程、官製談合防止法、国家公務員倫理規程等）を取り入れ実施した。 

・コンプライアンスに関する講義では、関係法令の説明だけでなく、自分の身

近な問題として認識させるとともに違法行為を抑止する観点から、厳正な懲

戒処分、損害賠償請求及び刑事罰等のペナルティが課されること、自ら望ま

なくとも周囲の状況次第で、入札談合等の違法行為に巻き込まれることがあ

り得ることを周知した。 

・外部講師による入札談合防止講習会については、Ｗｅｂ会議システムを使

い、本院及び地方測量部等に同時配信し、視聴を促した。 

・他省庁等で発生した発注業務等に係る不正事案の再発防止策を共有し、発注

者としての綱紀を保持やコンプライアンスの徹底を図るよう周知した。 

・身近なテーマでコンプライアンス・ミーティングを実施し、職員間の意見交

換がより活発になるよう工夫した。 

・セルフチェックは、他人事とならないよう身近な具体的テーマにより実施

し、職員自らが規則やルールの再確認を行った。 

・入札・契約手続きについては、発注情報の受け渡しは、所属毎に ID とパス

ワードを設定したサーバ上で行うこととし、発注事務に関する情報管理の徹

底を図った。 

・「発注者情報管理マニュアル」の遵守について、研修・説明会等により周知

徹底を図っている。 

・総合評価落札方式における積算業務と技術審査・評価業務を分離し、実施し

ている。このことにより、開札前に発注担当課室内において、予定価格と技

術点の両方を知るものが存在しないことを確認している。 

・予定価格の決定をできる限り開札日直近とし、予定価格漏洩の防止を図っ

た。 

・全ての部署で執務室入口や受付カウンターに発注者綱紀保持のポスター及び

執務室内への立入りを制限する旨の掲示をするほか、事業者と応対する際

は、オープンな場所で複数の職員が対応するなど、対応ルールを徹底した。 

北海道地方測量部 ・入札談合等関与行為防止法に関する講演会を部内職員が聴講した。 

・事例で学ぶコンプライアンス資料を部内周知した。 

・発注者綱紀保持規定について部内職員に周知（部内会議、メール）した。 

・発注者綱紀保持セルフチェックを実施した。 

東北地方測量部 ・本院からの通知等を周知する際等の機会を捉えて周知した。 

・発注者綱紀保持セルフチェックを全職員が実施した。 

- 19 -



                                    【資料４－１】 

 
所属 主な取組 

関東地方測量部 ・「事例で学ぶコンプライアンス」から、不祥事・不正行為の具体的事例を全

職員に情報提供し、発注者綱紀保持に向けた注意喚起を行った。 

・発注者綱紀保持セルフチェックを全職員が実施した。 

北陸地方測量部 ・国家公務員倫理法・倫理規程に関するセルフチェック実施の際に「令和 7 年

度国土地理院コンプライアンス推進計画」等を部内周知した。 

中部地方測量部 ・部内会議や入契委員会などの機会を捉えて発注者綱紀保持を周知徹底した。 

・入札談合等関与行為防止法に関する講演会の聴講の呼びかけ、当日視聴でき

なかった職員への実施後の動画視聴についての周知を行った。 

・発注者綱紀保持セルフチェックを実施した。 

近畿地方測量部 ・「発注情報管理マニュアル」に則り、年度初めに発注担当予定のある職員に

「発注事務に関する秘密の保持」について説明をした。 

・発注者綱紀保持セルフチェックについて全職員が実施し、発注者綱紀保持に 

ついて、各自で確認を行った。 

中国地方測量部 ・発注にかかる手続は必ず複数人でチェックし、コンプライアンス違反の恐れ

も含めて互いに確認している。 

・発注者綱紀保持セルフチェックについて全職員が実施した。 

四国地方測量部 ・「入札談合等関与行為防止法に関する Web 講演会」を視聴するとともに、視

聴できなかった者には動画の視聴を促した。 

・発注者綱紀保持に関するセルフチェックを実施した。 

・発注業務はテレワークで実施できないことを周知した。 

九州地方測量部 ・機会を捉えて、部内（課内）会議、メール等で部内職員の発注者綱紀保持に

ついて周知徹底した。 

・入札談合等関与行為防止法に関する講演会を、部内全職員が受講した。 

・オープンな打合せスペースに「談合は必要悪など詭弁です」（公正取引委員

会）のポスターを掲示し周知徹底した。 

・発注者綱紀保持セルフチェックを部内全職員が実施した。 

沖縄支所 ・本院開催の入札談合等関与行為防止法に関する講演会について、職員全員に

メール及び声がけ等により周知し、原則として職員全員が、コンプライアン

ス講習会等に年 1 回以上参加すること必要があることを周知した。 
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【資料４－２】

■実施期間 令和７年１０月２３日（木）～１１月７日（金）

■対 象 者 全職員（非常勤職員を含む）

■回答者数 695 名 【　回答率　100％　（長期休業者等除く）　】

■設問毎の正答率

設問 問1 問2 問3 問4 問5 問6 問7 問8 問9 問10

正答者 616 658 689 333 361 227 356 619 679 574

正答率 88.6% 94.7% 99.1% 47.9% 51.9% 32.7% 51.2% 89.1% 97.7% 82.6%

■正答率が特に低かった問題

※ 問題、解答及び解説につきましては、別紙を御覧ください。

問６
通報しやすい環境の整備として、外部通報窓口（弁護士）が設けられているが、外部通報窓口へ通
報する際には、職員は氏名を明らかにしないで通報することができる。

正解者
２２７名

令和７年度　 発注者綱紀保持セルフチェック結果

問４
職員への「不当な働きかけ」は、事業者からだけで、国土地理院の職員からの働きかけは「不適当
な働きかけ」となり、それぞれ報告が必要である。

正解者
３３３名
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- 21 -



【資料４－３】

2025/11

番号 問　題 正解 解　説

1 　発注者綱紀保持規定は、適切な発注事務の手続きについ
てのみ定めた規程である。

×

　発注者綱紀保持規程は、発注担当職員の責務、秘密の保持、事業者等との応接方法、通報窓口、不当な働きかけ
に対する対応、執務環境等の整備、マニュアルの作成、職員に対する研修・講習、有資格業者への周知等を定めて
います。
《規程第１条、マニュアル３頁Q１》

2

　発注担当職員とは、発注担当課で測量作業等の設計積算
を担当する職員や契約課などで入札契約を担当する職員の
ことで、発注の判断に関する決裁者及び決裁において経由
する者は含まれない。

×

　発注事務の範囲は、入札契約段階の事務だけでなく、入札及び契約に係る企画・立案の段階から、資格審査、設
計、積算、契約の締結、監督、履行状況の確認、検査、評価、契約書に基づく支払事務等の段階まで、測量作業等の
発注に係る関連事務を含む広い範囲を対象としています。
　また、発注事務を担当する管理監督者はもちろん、発注の判断に関与する決裁者及び決裁において経由する者も
含まれます。
《規程第２条第３項、マニュアル５頁Q1》

3
　発注事務における秘密とは、予定価格と競争参加業者名
のみである。

×

　秘密とは、一般に公表されていない事実であり、それらを漏らすことによって事業者間の適正な競争を害するおそれ
があるものを指し、公表前の予定価格や競争参加業者名のほかに、公表前の発注計画、企画競争契約方式評価の
過程・結果など事業者間の競争を害するおそれがある未公表情報は秘密に相当するので、その取り扱いには十分注
意する必要があります。
《規程第４条第１項、マニュアル１２頁Q１》

4
　職員への「不当な働きかけ」は、事業者からだけで、国土
地理院の職員からの働きかけは「不適当な働きかけ」とな
り、それぞれ報告が必要である。

○

　　「不当な働きかけ」とは、職員に対して行われる事業者等又は国土地理院以外の職員（本省、他省庁の職員等）か
らの行為のうち、個別の契約に係る発注事務に関するものであって、当該発注事務の公正な職務の執行を損なうお
それのある次に掲げるものです。
　一　事業者等の競争入札への参加又は不参加に関する要求行為
　二　事業者等の受注又は非受注に関する要求行為
　三　非公表又は公表前における予定価格又は低入札価格調査制度の調査基準価格（こ
　　　れらを推測できる金額を含む。）に関する情報漏洩要求行為
　四　入札参加者についての公表前における情報漏洩要求行為
　五　前各号に掲げるもののほか、事業者等への便宜、利益若しくは不利益の誘導又は談
　　　合につながるおそれのある要求行為
　なお、「不当な働きかけ」の主体は事業者等又は国土地理院以外の職員であり現職の国土地理院職員は入ってい
ません。本制度は、組織外からの「不当な働きかけ」について組織全体で対応するためのものです。もしも、現職の国
土地理院職員からの不適当な働きかけがあり、かつ、組織としての対応ができない又は期待できない場合には、第６
条の報告制度を活用することとなります。
《規程第２条第６項、マニュアル６頁・７頁》
《規程第１２条第２項、マニュアル３３頁ポイント》

　発注担当職員が国土地理院の他の職員（例えば現役の先輩）から国民の疑惑を招くこととなる働きかけを受けたと
きは、当該他の職員は第３条第４項に違反していることになりますので、不適当な働きかけを受けた当該発注担当職
員や不適当な働きかけを職員が行った事実を確認した別の職員は、第１２条ではなく、第６条に基づき報告しなけれ
ばなりません。
《規程第３条第４項、マニュアル１０頁ポイント》

5

  上司である係長が公表前の発注計画を、特定の事業者に
情報提供していたのを目撃した。係長の行為は発注者綱紀
保持規程に抵触すると思い、発注者綱紀保持担当者に電話
で報告をした。

×

　職員は発注事務に関し、発注者綱紀保持規程に抵触すると思料する事実を確認したときは、発注者綱紀保持担当
者（適正業務管理官）に報告することとなっていますが、報告は、通報内容の正確性や確実な受領を行うため、メー
ル、FAX、持参又は郵送のいずれかの方法で所定の報告書により書面で提出することとしています。なお、正当に当
該報告を行ったことによって不利益な取り扱いを受けることはありません。
　また、外部窓口（発注者綱紀保持担当弁護士）を経由して報告をする場合は、報告職員の氏名等が明らかにならな
いような措置が講じられた上で、発注者綱紀保持担当者に回付されることになっています。
《規程第６条第２項、マニュアル２１頁Q１・Q２》
《規程第７条第２項、マニュアル２８頁Q１》

6
　通報しやすい環境の整備として、外部通報窓口（弁護士）
が設けられているが、外部通報窓口へ通報する際には、職
員は氏名を明らかにしないで通報することができる。

×

　通報は、所定の様式に必要事項を記載して報告する必要があります。その際には、氏名等を必ず記載する必要が
あります。弁護士によって、通報者が国土地理院の職員であることの確認が行われ、場合によっては通報内容の客
観的事項の確認のため、通報者へ連絡することもあります。
　その後、通報者の氏名等が明らかにならないよう氏名の消去等の必要な措置が講じられたうえで、発注者綱紀保持
担当者へ回付されますので、通報者の匿名性は必ず確保されます。また、通報を行ったことを理由として、不利益な
取扱いを受けることはありません。
《規程第７条第３項、マニュアル２８頁Q１》

7
　これまでに公正取引委員会が認定した国の機関の入札談
合関与行為は、全ての事例において幹部又は管理職が関
与している。

○

　これまでの入札談合関与行為の事例のうち、国の機関の入札談合関与行為は、「全ての事例において」幹部又は
管理職の職員が関与してます。
　このため、管理職以上の職員にあっては、一般の職員以上に入札談合等関与行為に抵触しないよう注意及び自覚
が必要です。
《公取講演会資料（R5.10月版）３５頁・３６頁》

8

　事業者等から不当な働きかけを受けたので、応じられない
旨の返答をした。この場合、併せて相手方にこのような働き
かけについては、記録、公表される旨を伝えるようにしなけ
ればならない。

○

　職員は、不当な働きかけに該当すると思料する行為を受けたときは、その者に対して、応じられない旨及び当該不
当な働きかけが記録、公表されるものとなる旨を伝えるよう努めることとしています。例えば、不当な働きかけを一方
的に要求し、職員の説明を聞かず立ち去る場合等、不当な働きかけが行われた状況や方法によっては、相手方に記
録、公表されることを伝えることが不可能なケースもあるため努力義務となっています。
《規程第１２条第１項、マニュアル３４頁Q１》

9

　職員が事業者へ未公表の予定価格等の情報を教示して
も、結果として、事業者間で入札談合行為が行わなければ、
職員は官製談合防止法違反として刑事罰に問われることは
ない。

×

　官製談合防止法違反となる関与行為は、事業者側で入札談合が行われ（独占禁止法違反）、その入札談合に発注
者側の職員が関与した場合に認定されます。
《官製談合防止法第２条》
　ただし、事業者側で入札談合が行われていない場合でも、職員により入札等の公正を害すべき行為（特定の事業者
への予定価格の漏えい等）が行われれば、官製談合防止法違反となり刑事罰が科される場合があります。
《官製談合防止法第８条》

10

　発注担当職員が、情報セキュリティ担当者（課（室）長等）
の許可を得たうえで、外部電磁的記録媒体に保存した発注
関係資料をパスワード・暗号化設定を確実に行い、公的機
関と業務上必要な情報交換を行った。

○

　規程第４条では、発注担当職員の義務として秘密に関する書類の庁舎外への持ち出し、送付等を禁止して、秘密が
外部の者に知れることを防止しています。ただし、やむを得ない理由があるものとして、所属長等の承諾を得た場合
は例外として認められます。
　なお、秘密の保持に関しては、本条と併せて、公務員の守秘義務を定めた国家公務員法第100条や、個人情報の保
護に関する法律の規定が適用されます。
　また、秘密に関する書類には電子媒体によるものも含まれ、また、送付には電磁的方法によるものも含まれます。電
磁的に記録された情報に係るセキュリティの確保については、「国土交通省情報セキュリティポリシー」、及び「国土地
理院行政情報システム管理運営細則」が適用されます。
　（当院において、テレワークに伴う自宅等（リモートデスクトップ等を利用した場合を含む）での発注事務に関しては、
やむを得ない理由に該当しないものとして指導・運用しております。）
《規程第４条第２項、マニュアル１４頁》
《テレワークに伴う自宅等での発注事務について R3.10.27事務連絡》

発注者綱紀保持セルフチェックシート　【解答と解説】

※　発注者綱紀保持規程は「規程」、発注者綱紀保持マニュアルは「マニュアル」と示しています。
詳細については内部ページ<http://naibu.gsi.go.jp:8080/htdocs/kairan/01soumu/koukihozi/index.html>をご覧下さい。
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【資料５-１】 

 

 

 

 

事例で学ぶコンプライアンス 

 

 

令和７年度国土地理院コンプライアンス推進計画「２.職員のコンプライアンス意識向上の取組（９）

コンプライアンスに関する情報提供」に基づき、不祥事・不正行為等の具体的な事例を情報提供します

ので、各部（センター）における定例会議等で紹介していただき、職員の綱紀保持に関する意識の向上

に役立ててください。（※不祥事等の概要は新聞報道等より抜粋しております。） 

 

 

◆不祥事等の概要 

①   つくば市は令和７年５月１６日、酒気帯び運転した友人の車に同乗し、茨城県警に摘発されたと

して市消防本部の２０代男性職員を停職（５ヶ月）の懲戒処分にしたと発表した。 

発表によると、職員は２月９日の深夜に水戸市内で酒気帯び運転していた友人の自家用車に乗車

していたところ、茨城県警に摘発され、水戸簡易裁判所から４月１１日に道路交通法違反（酒気帯

び運転同乗）の罪で罰金２０万円の略式命令を受けた。 

男性職員は、知人と水戸市内の飲食店で会食し、ビールなどを飲んだという。 

 

○啓発のポイント    

・酒酔い運転  ： 免職又は停職（死亡・傷害を負わせた場合は免職） 

・酒気帯び運転 ： 免職、停職又は減給（死亡・傷害を負わせた場合は免職又は停職） 

・飲酒運転した者に対し、車両若しくは酒類の提供をした者・飲酒をすすめた者・ 

飲酒運転の者が運転する車に同乗した者 ： 免職、停職、減給又は戒告 

※令和６年１１月１日の道路交通法改正により、自転車の酒気帯び運転も違反の対象となりま

した。懲戒処分は自動車も自転車も同じです。 

 

 

②   境海上保安部は６０代の海上保安部職員を窃盗により書類送検されたとして、令和７年３月７日

付けで、停職（２ヶ月）の懲戒処分とし、同日付けで依願退職したと発表した。 

発表によると、職員は令和６年９月、米子市内のパチンコ店で店内に落ちていた財布を拾い、そ

のまま盗んだとされている。米子警察署と境海上保安部が認知し、捜査などを行ったところ、本人

が犯行を認め、警察が書類送検した。 

境海上保安部長は、「取り締まり機関である当庁の職員がこのような事案を起こしたことは誠に

遺憾であり、失われた信頼を一刻も早く回復するように努める所存です」とコメントした。 

 

  ○啓発のポイント    

   ・公金又は官物を横領・窃取した職員は、免職とする。 

・他人の財物を窃取した職員は、免職又は停職とする。 
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【資料５-２】 

 

 

 

 

事例で学ぶコンプライアンス 

 

令和７年度国土地理院コンプライアンス推進計画「２.職員のコンプライアンス意識向上の取組（９）

コンプライアンスに関する情報提供」に基づき、不祥事・不正行為等の具体的な事例を情報提供します

ので、各部（センター）における定例会議等で紹介していただき、職員の綱紀保持に関する意識の向上

に役立ててください。（※不祥事等の概要は新聞報道等より抜粋しております。） 

 

◆不祥事等の概要 

①   デジタル庁は令和７年１０月１０日、通勤手当を不正受給したとして、６０代の男性期間業務職

員を減給１／１０（１月）の懲戒処分にしたと発表した。 

発表によると、職員は令和５年１０月から令和７年９月までの間、自宅から勤務先までの通勤経

路の一部区間をバス通勤として届け出ていたにもかかわらず、実際には徒歩などで通勤し、通勤手

当１８７，１１０円を不正に受給した。 

 

②  八王子市は令和７年１０月２３日、内部調査の結果、職員９７名が通勤手当を不正受給していた

として職員（退職者を含む）の処分を発表した。 

発表によると、部長１名が停職１月、課長２名、主査１名、主任６名、主事１名の計１０名が戒

告となっている。また、退職者２名も戒告相当となっている。その他の職員には訓告ないし厳重注

意の人事措置を行った。不正受給と認定された額は９,１５４，２０７円に及び、全額が返納され

ている。 

 

○啓発のポイント（人事院「懲戒処分の指針について」における標準例） 

諸給与の違法支払・不適正受給 

・故意に法令に違反して諸給与を不正に支給した職員及び故意に届出を怠り、又は虚偽の届出

をするなどして諸給与を不正に受給した職員は、減給又は戒告とする。 

 

③   広島南署は令和７年９月８日午後１１時半ごろ、中国地方整備局道路部職員を器物破損の疑いで

現行犯逮捕したと発表した。 

発表によると、職員は同日１０時５０分ごろ、ＪＲ広島駅新幹線上りホーム内でホームドアを蹴

って壊した疑いが持たれている。警察の調べに対し「蹴ったことは間違いありません」と容疑を認

めている。また、職員は当時酒に酔っており、逮捕後の検査で呼気１リットル当たり０．５ミリグ

ラムのアルコールが検出されている。（酒気帯び運転は0.15ミリグラム以上) 

中国地方整備局は「国家公務員に対する信頼を裏切るものであり、誠に遺憾。事実関係の判明を

受けて適切に対応していく」とのコメントを出した。 

 

  ○啓発のポイント（人事院「懲戒処分の指針について」における標準例） 

     ・故意に他人の物を損壊した職員は、減給又は戒告とする。 

・酩酊して、公共の場所や乗物において、公衆に迷惑をかけるような著しく粗野又は乱暴な言 

   動をした職員は、減給又は戒告とする。  
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